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研究成果の概要（和文）：伝統的所有概念によれば、所有権は、有体物に対する排他的・全面的な権能であっ
て、その処分は所有者の自由に委ねられる。しかし、現代社会には、伝統的所有概念をそのままあてはめること
のできない事象が少なからず存在する。
本研究では、それらのうち、（１）建物区分所有や株式、都市計画など、所有権が集団的利益との関係で制約さ
れている場面について、制約の正当化根拠や制度設計のあり方を検討するとともに、（２）負の財の放棄、有体
物の無体的利用、文化財や自然資源など、財の特性に応じて所有権の性質につき別段の考慮を要すると思われる
事象を、比較法的検討を踏まえて分析し、所有概念を多元的にモデル化する可能性を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Contrary to classic theory of property, recent legislations show that 
collective interests are strongly taken in consideration to limit the individual property in certain
 cases, the ownership of condominium, stockholder’s rights, for example. On the other hand, there 
are some cases in which the nature of goods affects to the property rights. This study examined, (1)
 the conditions and the justification of limitation of the individual property by collective 
interests, (2) the possibilities to alter the property right according to the nature of its object, 
taking the example of the cases on wastes, incorporeal values on corporeal goods, natural resources,
 and clarified the possibility of conceptualization on property as plural models.

研究分野：民法
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１．研究開始当初の背景 
 わが国の伝統的所有概念は、土地を代表例
とする不動産を典型としつつ、あらゆる種類
の財に同一の所有概念があてはまることを
前提としていた。それによれば、所有権は、
有体物に対する所有者の全面的な権能であ
って、その処分は所有者の自由に委ねられる。 
 しかし、現代社会には、伝統的所有概念を
そのままあてはめることのできない事象が
少なからず存在する。とくに、所有権と集団
的利益との調整が問題となる場面が多くみ
られ、そこでは所有権に対する制約が強化さ
れているように思われる。 
 また、所有概念をめぐっては、現代的な課
題を解決する際に必要であるにもかかわら
ず、これまでわが国の民事法学が必ずしも十
分に検討してこなかった領域が存在する。た
とえば、廃棄物などの負の財については、所
有者の放棄の自由を認めてよいのかが問題
となり得る。また、複製技術が進化するなか
で、有体物の無体的利用の問題が生じており、
有体物の所有権の限界をどのように画する
べきかが問題となる。さらに、有体物のなか
にも、文化財や食糧資源など、個人の排他的
支配になじまないのではないかと思われる
ものがある。これらについては、所有権の性
質につき別段の考慮を要するのではないか
が問題となる。 
 
２．研究の目的 
 伝統的所有概念がそのまま通用しない場
面が近年になって顕著になったことは、所有
概念の変容を示すもの、あるいは民事法学が
理解してきた所有概念に見直しを迫るもの
であると考えられる。 
 また、現代では、無体物の重要性が高まる
など、財そのものが多様化しているにもかか
わらず、これらを画一的な所有概念によって
包括しようとすれば、多くの例外事象を生じ
させ、所有概念が空洞化する可能性がある。 
 私法の基本概念として所有概念を有効に
機能させ、所有権を適切に保護するためには、
様々な現代的現象を例外として放置するの
ではなく、現代社会の要請に応える所有概念
の再構成ないし再発見が必要である。その際、
１つの可能性として、所有権を、財の性質や
利益状況により、内容や性質が異なる多元的
モデルとして構成することも考えられる。 
 本研究は、所有概念をめぐる現代的事象を
分析するとともに、その比較法的・理論的な
検討を行うことにより、所有概念を、多元的
モデルとして構成する可能性を探るための
手がかりを得ることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、第１に、わが国において所有
権と集団的利益の調整が問題となる場面を
複数取り上げて個別に検討を行うとともに、
調整の正当化根拠および調整を行う制度が
どのように設計されているかを検討した。第

２に、比較法的観点から、所有者の権能、所
有権の対象、所有権の性質のそれぞれにつき、
フランスにおける議論を参照することによ
り、多元的所有モデルの手がかりを得ること
とした。 
 
４．研究成果 
 (1) 所有権と集団的利益との調整 
 ① 所有権に対する制約の強化 
 所有権と集団的利益との調整が問題とな
る例としては、建物区分所有や株式を挙げる
ことができる。これらに関する法制度の変遷
を辿ると、所有権に対する制約が強化されて
きていることが分かる。 
まず、建物区分所有については、本質的に
は一般の所有権と何ら異ならないという考
え方が一般的であるが、建物区分所有法は、
分譲マンションの著しい普及や大規模化、そ
の老朽化といった立法事実を背景に、区分所
有権に対する制約を一貫して強化してきた。
とりわけ昭和 58 年改正により多数決による
建替えを認める規律が新設され、平成 14 年
改正により建替え決議に関する要件が緩和
されたことは重要である。建替え決議に反対
する少数区分所有権者は自らの意思によら
ず所有権を剥奪されることになるが、その際
には、建替え決議の手続が整備され、少数区
分所有権者には時価が支払われるとするこ
とで、制度の合理性が担保されている。 
 つぎに、株主が、その所有する株式を処分
（譲渡等）するか否かは株主の個人的判断に
委ねられ、それ自体は、本来的に団体法的拘
束を受けるべきものではない。しかし、会社
法は、幾たびかの改正により、団体の意思（ま
たは大株主の意思）によって株主からその意
思に反して株式を奪うこと（いわゆる「締出
し」）を可能にする制度を複数設けた。具体
的には、平成 11 年商法改正による株式交換・
株式移転制度の導入、平成 13 年商法改正に
よる株式併合の要件の撤廃、平成 17 年会社
法制定によって導入された、組織再編におけ
る対価柔軟化と全部取得条項付種類株式の
取得、および平成 26 年会社法改正により導
入された特別支配株主による少数株主に対
する株式買取請求制度である。もっとも、会
社法は、「適正」な締出し、すなわち、締出
しを必要とする正当な理由があり（但し、手
続要件である。）、かつ締出しの対価が相当で
ある場合にのみ、締出しを許容している。 
 ② 所有権に対する内在的制約 
 上記いずれの場合にも、決定の際の手続要
件（とくに、建替えを必要とする理由／締出
しを必要とする正当な理由の通知）と対価の
保障によって、制度の合理性の担保が図られ
ているとはいえ、所有権が大きく制約されて
いることは明らかである。このような所有権
に対する制約は、集団的利益の所有権に対す
る優越を示すものだといえるが、建物区分所
有についていえば、制約の強化は建物区分所
有法の制定当初から想定されていたことで
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あり、制約の必要性が社会において現実に認
識されること、すなわち立法事実の発生を待
って行われたにすぎない。物理的に１個の建
物のなかで「共同の生活関係」が営まれるこ
とに鑑み、その１個の建物および共同の生活
関係の保護という見地からの整備が進んだ
のである。そうであるとすれば、所有権が社
会状況等の変化を受けて変容してきたとい
うよりは、所有権の内在的制約が、社会にお
ける問題の顕在化にあわせて、表出したもの
とみるべきであろう。このような内在的制約
は、所有権の行使によって他者の個人的利益
が害されることを防止するための制約とい
う側面に加え、あるいはそれ以上に、同じ集
団に属する他者の所有権の価値を損なわな
いための、ひいてはその集団の構成員の所有
権の効用を全体として維持するための制約
という側面を有する点に特徴を有する。 
 ところで、このような所有権の内在的制約
に関する議論は私法だけではなく、公法上も
存在する。その中で近時重要性を増している
のは、地域の管理に関するエリアマネジメン
トや商業活性化地域（Business Improvement 
District、BID）をめぐる議論である。この
ような事例において目指されているのは地
域住民の共同利益・集団的利益の実現であり、
所有権の効用が維持されたことによるメリ
ットを受ける所有者等に一定の受益者負担
を求めることが正当化され得る。 
 ③ 制度設計のあり方 
 集団的利益の保護を目的とする所有権の
内在的制約に関する制度を設計する際には、
多数者による決定の正当性をどのように担
保するのか、所有権が剥奪される場面におい
ては対価の相当性をどのように担保するの
かが問題となる。この点に関しては、日本に
おける立法論・解釈論のために、BID に関す
るドイツの制度と、少数株主の締出しに関す
るヨーロッパの制度が示唆的である。 
 まず、BID に関し、ドイツでは、商業活性
化地域に関する法制度は、連邦建設法典の規
定に基づき州法に具体的な制度設計が委ね
られており、土地所有者が建設業者等の受託
管理者に事業の実施や管理を委ねるハンブ
ルク・モデルと、土地所有者等で街区団体を
結成して事業を行う街区団体モデルが存在
する。区画整理や市街地再開発のような土地
の形質変更を伴わない事業形態であるため、
合意形成の手続がそれらに比べて緩和され
ており、1/3 以上の明示的な反対がなければ
事業が実施される点に大きな特色がある。こ
れは、フリーライドが起きやすい都市環境の
管理や改善について、サイレントマジョリテ
ィの存在を前提に合意形成を図りやすくす
るしくみと位置付けることができるように
思われる。このようなドイツ法の都市法の枠
内での制度設計は、日本への法制度導入を考
える上で大きな手がかりとなるものと思わ
れる。 
 つぎに、少数株主の締出しに関するヨーロ

ッパの制度については、少数株主の締出し制
度に関する日本の制度とヨーロッパの制度
を比較した。その結果、基本的な部分で以下
のような違いがあることが明らかとなった。
第１に、イギリスおよび EU 指令では、公開
買付けによって 90％以上の株式を取得した
大株主に締出しを認めているが、日本では閉
鎖的な会社でも締出しは可能であり、また締
出し対価の相当性を担保するために、ドイツ
株式法が要求する検査役の調査も不要であ
り、特別支配株主による情報開示と対象会社
取締役会の承認のみで対応している。第２に、
ヨーロッパでは、支配株主による締出しが可
能な状況になった場合、少数株主側にはセル
アウトの権利が認められるのに対し、日本で
はセルアウトの導入は実現しなかった。第３
に、ヨーロッパでは、議決権の 90％以上を大
株主が取得・保有しているという状況に至っ
てはじめて、締出しを認めているのに対し、
日本では、株主総会特別決議による締出し制
度に加えて、特別支配株主の株式等売渡請求
が新設された。とくに第１の点、すなわち締
出し対価の相当性をどのように担保するか
が、比較法的にみても締出し手段が多様化し
ている日本の制度においては重要な課題で
あることが明らかになった。 
 
(2) 現代的課題と所有概念 
 廃棄物問題や空き家問題を解決するに際
しては、目的物の放棄を所有者の処分権能と
して認めるべきかが問題となり得る。また、
日本では無体物は民法上所有権の対象とな
らないが、有体物にも無体的側面があり、そ
の利用可能性が広がるなか、有体物所有者の
使用収益権能がどこまで及ぶのかが問題と
なる。さらに、文化財や自然資源、食料資源
については、その適切な維持や配分という観
点から、むしろその効用を所有者以外の者に
も開放することも検討されてよい。しかし、
日本の民事法学は、従来、これらの課題につ
いて十分に検討してこなかった。そこで、フ
ランス法との比較法的検討を行うこととし
た。 
 ① 所有権の放棄 
 廃棄物問題や空き家問題の前提として、所
有権の放棄が認められるかが問題となる。フ
ランス法では、かつては、放棄を所有者の処
分権能の表出と捉えて肯定する見解が一般
的であった。しかし、最近では、不動産の放
棄については、私人に不動産を割り当て、管
理させることに一般利益が見出されるとし
て、放棄は許されないとするものがある。ま
た、動産についても、廃棄物処理に関する法
規制により廃棄物はリサイクル企業に委ね
られるため、無主物を生み出すという形の動
産の放棄はもはや認められなくなりつつあ
ると指摘されている。 
 ② 有体物の無体的側面の利用  
 有体物所有権と目的物の無体的価値の関
係に関し、古くは、美術品が譲渡された場合
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の複製権の帰趨をめぐって議論が展開され
た。1793 年７月 19-24 日の法律によって美術
の著作者にその著作の「所有権」が承認され
た後も、破毀院連合部 1842 年５月 27日判決
は、絵画の複製権は絵画の所有者の権能の中
に含まれると考えて、美術品の譲渡によって
複製権も譲受人に移転するとしていた。学説
上も、1910 年４月９日の法律が制定され複製
権と美術作品の所有権が明確に分離される
までは、肯定説と否定説が対立していた。 
 近時では、「財物の映像」の問題をめぐっ
て議論が再燃し、破毀院全部会 2004 年５月
７日判決が有体物の映像について所有者の
排他的権利を否定するまでは、これを肯定す
る見解も有力に主張されていた。肯定説は、
「財物の映像」の問題を物の複製の問題と捉
え、所有は潜在的には無制限のものであって
新たな効用は当然に所有の対象に含まれる
と主張していたのに対し、否定説は、映像は
物の外部のものであり、その一部を構成する
ものではないとして、映像化は所有者の権限
の範囲の外にあると主張していた。 
 これらの議論においては、有体物とその無
体的側面とを別個の財物だと捉えて両者の
専有を別異に考えるのか否かが対立点の1つ
であった。現在ではフランスでも有体物の無
体的側面を無体財として切り離すという解
決が採用されているようであるし、所有権の
対象を有体物に限定する日本では、有体物の
無体的側面を有体物の効用の中に含めて考
えることはフランスより一層困難であろう。
しかしながら、有体物の無体的側面を無体財
として切り離すことは、有体物の所有権が及
ぶ範囲を限定することを意味するところ、有
体物所有者の権利と無体財としての保護と
の間での調整問題は今後ますます顕在化す
る可能性があり、フランスにおける議論が与
える示唆は少なくない。 
 ③ 所有権の排他性  
 フランスでも、通説は、物理的かつ「排他
的」支配を所有権の重要な性質と理解し、所
有権の対象を有体物に限定する。その背景に
は、個人に財に対する排他的独占的自由を保
証することが、政治的および経済的観点から
望ましいとする考え方がある。しかし、最近
では、自然資源などを念頭に、所有権の本質
を物理的支配の「排他性」に求めることに疑
問を呈する見解が現れている。論者は、所有
権の個人主義的排他権としての性質を絶対
視せず、物の効用の一部が所有者以外の多数
者に開放されるタイプの所有を観念する。具
体的には、水や森林などの自然資源や有形文
化財につき、個人の所有権と、共同体による
利用と物の適切な維持を共存させることを
企図する。その背景には、政治的および経済
的観点から個人主義的排他性が望ましいと
の考え方は、近代の要請に応えて確立したが、
21 世紀の社会には必ずしも適合的ではない
との見方が存在する。すなわち、所有者に物
の排他的支配を委ねることは、自然資源の持

続可能な利用や、シェアリング・エコノミー
が普及する社会の要請とは整合しないから
である。そして、排他的でない所有をも包含
しうる所有権モデルを観念すべきことを主
張している。所有権の本質をめぐるフランス
のこれらの議論は、わが国においても、物の
物理的性質のみならず社会的性質や市場と
の関係などにより、排他性の面で異なるいく
つかの所有権のモデルを構想する可能性が
あることを示している。 
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